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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 32,935 2.2 4,754 20.8 3,199 39.5 1,141 △2.5
22年3月期 32,239 1.8 3,934 62.5 2,293 101.9 1,171 △9.7

（注）包括利益 23年3月期 1,118百万円 （△5.2％） 22年3月期 1,179百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 17.74 17.74 2.2 1.9 14.4
22年3月期 18.20 18.19 2.3 1.3 12.2

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 174,042 51,828 29.8 805.08
22年3月期 170,660 51,348 30.1 797.79

（参考） 自己資本   23年3月期  51,827百万円 22年3月期  51,348百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 4,539 △1,431 △4,055 3,299
22年3月期 17,046 △3,556 △14,780 3,790

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00 643 55.0 1.3
23年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00 643 56.4 1.2
24年3月期(予想) ― 5.00 ― 5.00 10.00 35.8

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 13,000 △37.3 1,900 △27.0 1,150 △35.6 600 △25.1 9.32
通期 42,000 27.5 5,000 5.2 3,400 6.3 1,800 57.8 27.96



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 有  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(注) 詳細は、23ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注) 1株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、41ページ「1株当たり情報」をご覧ください。 

新規 1社 （社名） 合同会社オー・エム・シー・イー開発 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 68,323,613 株 22年3月期 68,323,613 株
② 期末自己株式数 23年3月期 3,948,018 株 22年3月期 3,960,292 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 64,368,933 株 22年3月期 64,358,593 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 26,516 3.8 4,864 25.7 3,360 50.9 1,211 6.0
22年3月期 25,551 11.2 3,869 84.1 2,227 138.8 1,143 △6.2

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 18.83 18.82
22年3月期 17.77 17.76

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 172,430 50,890 29.5 790.52
22年3月期 168,833 50,341 29.8 782.14

（参考） 自己資本 23年3月期  50,890百万円 22年3月期  50,341百万円

2.  平成24年3月期の個別業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
・この決算短信は、金融商品取引法に基づくレビュー手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表のレビュー手
続は終了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれております。実
際の業績は、今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。なお、業績予想に関する定性的情報は、２ページ「１ 経営成績 (1)経営成績に関
する分析」をご覧ください。 
 
・当社は、平成23年５月19日に機関投資家及びアナリスト向けの決算説明会を開催する予定です。この説明会で配布した資料については、開催後速やかに当
社ホームページで掲載する予定です。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 9,700 △44.4 1,900 △28.4 1,200 △36.5 650 △36.5 10.10
通期 35,000 32.0 4,900 0.7 3,350 △0.3 1,800 48.6 27.96
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① 当期の概況 

当期におけるわが国経済は、企業業績の改善や個人消費が持ち直す等、緩やかな回復基調をたどり

つつありましたが、年度後半における円高の進行による企業業績に与える懸念や、本年３月に発生し

た東日本大震災の経済への影響等、景気の先行きは予断を許さない状況にあり、景気下振れリスクに

充分留意する必要があります。 

 当不動産業界におきましても、オフィスビル賃貸市場では、東京・大阪の大都市圏でも賃料水準の

調整が進み、下落幅もある程度の落ち着きを取り戻しつつあるものの、企業のコスト削減に基づく縮

小・移転等もあり全般的に空室率が大きく改善される状況には至っていないことから市場環境の回復

にはもうしばらく時間がかかるものと想定されます。また、不動産投資市場においても、地価の下落

に伴い取引は増加傾向にありますが、事業者間の競争も激化しており依然として厳しい市場環境とな

っています。一方で、マンション分譲市場においては、新規販売戸数が増加に転じ、政策支援効果に

よる実需層向け物件の契約が進捗するなど、市場は回復傾向を示したものの、今後については個人消

費マインドの動向に大きく左右されることから本格的な回復時期は慎重に見極める必要があるものと

思われます。 

 このような事業環境の中で、当社グループは事業を取り巻く環境の変化に対応しつつ、安定的な収

益の確保に努めてまいりました。今後も引き続き、健全な財務体質を維持しながら、収益の拡大に積

極的に取り組んでまいります。 
  

当期の連結業績は、売上高は住宅・飲食・ビルメンテナンスの各事業で減収となったものの、資産

開発事業で匿名組合出資損益分配による大幅増収があり、ビル事業の増収と併せ、全体として前期に

比べ６億96百万円増、2.2%増収の329億35百万円となりました。利益面におきましても、住宅事業で

主に開発着手前の事業用地について事業計画の見直しに伴う評価損の計上で営業損失となり、飲食・

その他の各事業でも営業損失となったものの、資産開発事業の増益で営業利益は前期に比べ８億20百

万円増、20.8%増益の47億54百万円、経常利益は支払利息の減少があり、前期に比べ９億６百万円

増、39.5%増益の31億99百万円となりました。当期純利益では、特別損失に固定資産の減損損失２億

60百万円、資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額80百万円及び投資有価証券評価損51百万円等の

計上に加え、繰延税金資産の取り崩しによる税金費用の増加があり、前期に比べ30百万円減、2.5%減

益の11億41百万円となりました。 

（注）当期より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

20号 平成20年３月21日）を適用しております。これによる事業区分へ与える影響は軽微なた

め、セグメント別の前期比較を行っております。 

  

② セグメント別の概況 

各セグメント別の業績は以下のとおりとなっております。 

 
  

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

(単位：百万円) (単位：百万円)

セグメントの名称
前期

セグメントの名称
当期

売上高 営業損益 売上高 営業損益

 ビル賃貸事業 17,189 5,701 ビル事業 17,496 5,613

 資産開発事業 166 △ 369 資産開発事業 1,940 1,697

 住宅分譲事業 8,220 △ 710 住宅事業 7,474 △ 1,812

 飲食事業 2,274 △ 90 飲食事業 2,083 △ 56

 建築内装事業 2,317 △ 22 建築内装事業 2,418 0

 ビルマネジメント事業 4,074 85 ビルメンテナンス事業 3,905 76

 その他の事業 564 7 その他の事業 594 △ 49

 消去又は全社 △ 2,568 △ 666 調整額 △ 2,978 △ 715

合計 32,239 3,934 合計 32,935 4,754
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(ビル事業) 

主力の東京サンケイビルほか既存ビルの一部においてはテナントの入替に伴う空室の発生及び賃料

水準の下落等により減収となったものの、一昨年営業を開始したＪＡビル及び経団連会館の当社所有

床部分及び品川サンケイビル・日本橋サンケイビルの稼働率向上による増収があり、また当期よりビ

ル事業に組み入れたサンケイビルマネジメントの売上２億47百万円、さらに当期より連結子会社とし

たＳＰＣ１社の売上２億84百万円を併せ、前期の「ビル賃貸事業」と比べ、売上高は３億７百万円

増、1.8%増収の174億96百万円となりました。しかしながら、営業利益では利益率の低下に加え、ＳＰ

Ｃの連結子会社化に伴うのれんの償却費１億10百万円の計上もあり、前期に比べ88百万円減、1.5%減

益の56億13百万円となりました。 

  

(資産開発事業) 

大手町連鎖型再開発に係る匿名組合出資損益分配及び大手町連鎖型再開発第２次事業に係る受託業

務報酬等の売上計上により、売上高は前期に比べ17億74百万円増と、大幅増収の19億40百万円となり

ました。営業利益でも増収による大幅利益増で前期の３億69百万円の営業損失に対し、16億97百万円

の利益計上となりました。 

  

(住宅事業) 

昨年６月に竣工した「ルフォン飛鳥山」(東京都北区) 76戸及び昨年８月に竣工した「ルフォン宮前

平」(神奈川県川崎市宮前区) 44戸の２物件が全戸完売したほか、「ルフォン吉祥寺」(東京都武蔵野

市)、「ルフォン御殿山」(東京都品川区)、ほかの併せて販売戸数142戸、74億74百万円の売上を計上

したものの、販売戸数の減もあり(前期は153戸)、前期に比べ７億46百万円減、9.1%減収となりまし

た。営業損益では、販売物件の損益が１億18百万円の利益計上となったものの、第２四半期において

開発着手前の事業用地について事業計画の見直しを行うとともに、販売が遅れていた完成在庫につい

ても再評価を行い、たな卸資産の評価損19億31百万円を計上したことにより、セグメントでは18億12

百万円の損失計上（前期は７億10百万円の営業損失）となりました。 

  

(飲食事業) 

引き続き厳しい事業環境の中で店舗事業、ケータリング事業とも減収を余儀なくされ、加えて不採

算店舗の閉店もあり、売上高は前期に比べ１億91百万円減、8.4%減収の20億83百万円となり、営業損

益でもコスト削減に取り組み、改善が見られたものの、56百万円の損失計上（前期は90百万円の営業

損失）となりました。 

  

(建築内装事業) 

依然として厳しい状況が続いているものの大型の建設関連工事収入の増収で、売上高は前期に比べ

１億１百万円増、4.4%増収の24億18百万円となり、営業利益でも前期の22百万円の営業損失に対し、

0.3百万円の利益計上となりました。 

  

(ビルメンテナンス事業) 

設備関連工事収入の増収はあったものの、事業再編によりビル事業に組替えた前期計上のサンケイ

ビルマネジメントの売上が減少し、ビル管理収入の減もあったことから、前期の「ビルマネジメント

事業」と比べ、売上高は１億69百万円減、4.2%減収の39億５百万円となり、営業利益は前期に比べ９

百万円減、10.5%減益の76百万円となりました。 
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(その他の事業) 

「その他の事業」は、人材派遣及び業務受託等のビジネスサポート事業とブリーゼタワー内の「サ

ンケイホールブリーゼ」の運営事業で、売上高は前期に比べ30百万円増、5.4%増収の５億94百万円と

なりましたが、営業損益は49百万円の損失計上（前期は７百万円の営業利益）となりました。 

  

③ 次期の見通し 

平成24年３月期の通期業績につきましては、売上高はビル事業及び資産開発事業では減収となるも

のの、住宅事業で新規竣工物件の増加により大幅な増収を見込んでおり、建築内装事業でも増収を見

込んでいることから、当期に比べ90億65百万円増、27.5%増収の420億円となる見込みです。利益面で

は、資産開発事業及びビル事業は減益となるものの、住宅事業及び飲食事業が大幅な増益となり、営

業利益は当期に比べ２億46百万円増、5.2%増益の50億円が見込まれ、経常利益も２億１百万円増、

6.3%増益の34億円となり、当期純利益も６億59百万円増、57.8%増益の18億円となる見通しです。 

  

 
  

 
  

 
  

上記予想には本資料発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれておりま

す。また、東日本大震災による事業環境に与える影響が不透明な状況にありますことから、これらの

影響を一定の前提に基づいて算定しております。 

  

連 結 (単位：百万円)

次期予想 当期
増減

金額 率

売上高 42,000 32,935 9,065 27.5

営業利益 5,000 4,754 246 5.2

経常利益 3,400 3,199 201 6.3

当期純利益 1,800 1,141 659 57.8

個 別 (単位：百万円)

次期予想 当期
増減

金額 率

売上高 35,000 26,516 8,484 32.0

営業利益 4,900 4,864 36 0.7

経常利益 3,350 3,360 △10 △0.3

当期純利益 1,800 1,211 589 48.6

参考（セグメント別内訳） (単位：百万円)

事業の種類別 
セグメントの名称

次期予想 当期 増減

売上高 営業損益 売上高 営業損益 売上高 営業損益

ビル事業 16,700 4,500 17,496 5,613 △796 △1,113

資産開発事業 1,200 200 1,940 1,697 △740 △1,497

住宅事業 17,600 800 7,474 △1,812 10,126 2,612

飲食事業 2,000 60 2,083 △56 △83 116

建築内装事業 3,000 40 2,418 0 582 40

ビルメンテナンス事業 4,000 120 3,905 76 95 44

その他の事業 650 △60 594 △49 56 △11

調整額 △3,150 △660 △2,978 △715 △172 55

合計 42,000 5,000 32,935 4,754 9,065 246
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① 財政状態 

当期末における資産合計は、前期末に比べ33億82百万円増加して、1,740億42百万円となりまし

た。主な要因は、分譲マンションの販売進捗、評価損の計上及び固定資産への振替による減少と新規

開発用地取得による増加との差し引きで販売用不動産ほかのたな卸資産が減少したこと等により、流

動資産が33億14百万円減少した一方で、従来開示対象特別目的会社として情報開示していました合同

会社オー・エム・シー・イー開発を昨年６月に追加で匿名組合出資を行い、第１四半期末において当

社の連結子会社としたことにより、同社所有の土地45億３百万円のほか、当期末においてはのれん28

億37百万円を計上し、また、たな卸資産からの振替による増加もあり、固定資産が67億４百万円増加

したことによるものです。 

 負債合計は、前期末に比べ29億３百万円増加して、1,222億14百万円となりました。一年内償還予

定の社債への振替及び一年内返済予定の長期借入金の増加等による流動負債151億20百万円の増加と

長期借入金の減少等による固定負債122億16百万円の減少との差し引きによるものです。 

 純資産合計は、前期末に比べ４億80百万円増加して、518億28百万円となりました。これは、当期

純利益と配当金の支払との差し引き等によるものです。 

 社債発行による事業用資金の調達もあり、当期末において有利子負債残高は前期末に比べ17億45百

万円増加して862億24百万円となり、また、自己資本比率も29.8％（前期末は30.1％）と当社が財務

的均衡の指標としている30.0％をわずかに割り込んでおります。 

  

② キャッシュ・フローの状況 

当期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末に比べ、４億91百万円減

少し32億99百万円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当期における営業活動によるキャッシュ・フローは、45億39百万円の資金の増加（前期比△125億７

百万円）となりました。これは、主に税金等調整前当期純利益27億31百万円、減価償却費38億67百万

円及びたな卸資産評価損19億31百万円の計上と、分譲マンション用地等の開発不動産の新規取得と竣

工物件の販売進捗で販売用不動産が減少したことの差し引きによるたな卸資産の増加14億81百万円及

び営業投資有価証券の増加10億99百万円の併せて25億80百万円の資金の減少、法人税等の支払い等に

よるものです。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当期における投資活動によるキャッシュ・フローは、14億31百万円の資金の減少（前期比＋21億25

百万円）となりました。これは主に大手町連鎖型再開発第２次事業等に係る有形固定資産の取得によ

る支出７億45百万円、新規事業に係る借地権等、無形固定資産の取得による支出３億９百万円及び青

海Ｑ街区画特定目的会社への追加優先出資７億65百万円等によるものです。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当期における財務活動によるキャッシュ・フローは、40億55百万円の資金の減少（前期比＋107億25

百万円）となりました。これは社債の発行及び短期・長期の借入れによる収入180億円と短期・長期併

せた借入金の返済による支出214億５百万円との差し引き及び配当金の支払等によるものです。 

 また、上記記載のキャッシュ・フローに新規連結子会社の資金４億55百万円を併せて当期末におけ

る資金の期末残高は32億99百万円となりました。 

  

(2) 財政状態に関する分析
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
※各指標の基準は下記の通りです。いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

1.自己資本比率：自己資本／総資産 

2.時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

株式時価総額：期末株価終値×発行済株式数(自己株式控除後) 

3.債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

4.インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

有利子負債：連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象 

営業キャッシュ・フロー：連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー 

利払い：連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額 

  

※債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオにつきましては、平成20年３月期及び平成21年３月期は営業

キャッシュ・フローがマイナスのため、記載を省略しております。 

  

平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期

自己資本比率(％) 35.8 30.4 27.6 30.1 29.8

時価ベースの自己資本比率(％) 53.2 25.0 15.0 21.9 18.2

債務償還年数(年) 8.1 ― ― 5.0 19.0

インタレスト・カバレッジ・ 
レシオ(倍)

8.2 ― ― 9.8 2.8
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利益配分につきましては、「堅実な経営基盤の確保に努め、株主への長期的かつ安定的な利益還元に

加え、業績等に応じた還元を行うこと」を基本方針とし、配当水準の維持向上に努めております。当期

の期末配当につきましては、業績がほぼ第３四半期に見直した予想通りであったため、予定通り１株当

たり５円とし、年間の１株当たり配当金は10円を予定しております。 

 また、次期におきましては、当期純利益が増益になるものと想定しておりますが、当面の間事業環境

が不透明な状況が続くものと想定されることから、当期と同様、第２四半期末配当金及び期末配当金は

それぞれ５円とし、年間配当金は１株当たり10円を予定しております。 

  

当社グループの経営成績、株価及び財政状態等に及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものが

あります。なお、将来に関する事項は、当期末現在において判断したものであります。 

  

① 経済情勢の変動について 

当社グループの中核事業であるビル事業・資産開発事業・住宅事業は、景気変動の影響を受けやす

く、国内経済情勢と連動した不動産市況の動向によっては、空室の発生・賃料水準の下落及び販売価

格の下落により当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。 

  

② 法制・税制の変更について 

当社グループ各社は事業を営むにあたり、各種関連法制の規制を受けるとともに、各種関連税制の

規定に従っております。将来、関連する法制及び税制の変更により当社グループの業務遂行や業績に

影響を及ぼす可能性があります。 

  

③ 金利水準の変動について 

当期末における当社グループの連結有利子負債残高は、短期借入金164億63百万円、長期借入金397

億61百万円、社債300億の合わせて862億24百万円となっております。その大部分は固定金利でありま

すが、中核事業であるビル事業・資産開発事業・住宅事業において、将来の資金調達に際して、現行

の金利水準が変動した場合には当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

  

④ 災害について 

地震等の自然災害及び火災・事故等の人災により当社グループの中核事業であるビル事業・資産開

発事業・住宅事業において保有・開発している資産が著しく毀損した場合は、当社グループの業績及

び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

(4) 事業等のリスク
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当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社12社、関連会社１社で構成され、ビル事

業、資産開発事業、住宅事業、飲食事業、建築内装事業、ビルメンテナンス事業、その他の事業として

劇場型ホールの運営及び給与業務の受託等のビジネスサポート事業等を主な内容としております。 

なお、関連当事者としては株式会社産業経済新聞社、その他の関係会社としては株式会社フジ・メデ

ィア・ホールディングスがあります。 

当社グループの事業に関わる位置付けは次の通りであります。 

  

 
  

2. 企業集団の状況

(1) 企業集団の概況

＜ビル事業＞ ・株式会社サンケイビル
東京都内及び大阪・広島において、オフィスを主とする当社の単独又
は共同所有ビルを直接賃貸するほか、他のビル所有者からビルを賃借
し、これを転貸しております。また、東京サンケイビル及びブリーゼ
タワーで貸会議室・貸ホール等を運営しております。

・株式会社サンケイビルマネジメント
当社所有ビル並びにその他一般のビルに対して、アセットマネジメン
ト・プロパティマネジメント事業や、ビルマネジメント事業に係わる
マネジメント業務や営業業務を行っております。

・合同会社オー・エム・シー・イー開発
収益用不動産の保有及び賃貸等を行っております。

＜資産開発事業＞ ・株式会社サンケイビル
収益用不動産の開発、取得及びファンドの運用や資産活用コンサルテ
ィング事業等を行っております。

・株式会社サンケイビル投資顧問
金融商品取引法に基づいた不動産投資顧問業を行っております。

＜住宅事業＞ ・株式会社サンケイビル
マンション等住宅関連の開発及び分譲事業を行っております。

＜飲食事業＞ ・株式会社サンケイ会館
東京サンケイビル、ブリーゼタワー及び一般のビルにおいて店舗を持
ち、飲食事業を行っております。

・株式会社ブリーゼレストランズ
ブリーゼタワー内の商業施設においてレストランの経営を行っており
ます。

＜建築内装事業＞ ・株式会社サンケイビルテクノ
当社所有ビルの建物設備工事を行い、その他一般に対し建築工事全般
及び展示、装飾等イベントの設営、舞台装置の製作を行っておりま
す。

＜ビルメンテナンス事業＞ ・株式会社サンケイビルメンテ
当社所有ビル並びにその他一般のビルに対して、建物機械設備の維持
管理、警備、清掃及び修繕工事を行っております。

・株式会社サンケイビルメンテナンスサービス
当社所有ビル並びにその他一般のビルに対して、清掃、メンテナンス
業等を行っております。

＜その他の事業＞ ・株式会社ヒューメディアジャパン
人材派遣及び給与業務の受託等、ビジネスサポート事業を行っており
ます。

・株式会社ブリーゼアーツ
ブリーゼタワー内の劇場型ホールを主な会場として実施する興行の企
画制作業務及び運営業務等を行っております。
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 (注)１ 上記事業区分とセグメント情報における事業区分とは、同一であります。なお、前期まで使用してきたセグ

メント名称は、事業領域の拡大等により実態に合わなくなってきましたので、当期よりセグメント名称を一

部変更し、「ビル賃貸事業」を「ビル事業」へ、「住宅分譲事業」を「住宅事業」へ、「ビルマネジメント

事業」を「ビルメンテナンス事業」へ変更いたしました。また、これまで「ビルマネジメント事業」に区分

していた株式会社サンケイビルマネジメントは、アセットマネジメント及びプロパティマネジメント事業に

特化するため、当期より「ビル事業」に変更いたしました。 

２ 平成23年４月１日付で、当社出資による株式会社サンケイビルウェルケアを設立致しました。ビル事業や住

宅事業で培ったノウハウの活用を図り、高齢化社会の進展により、今後ますます高まると予想される高齢者

向け住居のニーズに応えていくことを目的に、当新設会社は有料老人ホーム及び高齢者向け住宅の施設運

営、訪問介護、居宅介護支援等のシニア事業を行ってまいります。 

  

  

(注)１ (株)サンケイ会館、(株)サンケイビルテクノ、(株)サンケイビルマネジメント、(株)サンケイビルメンテ、

(株)サンケイビルメンテナンスサービス、(株)ヒューメディアジャパン、(株)サンケイビル投資顧問、(株)

ブリーゼアーツ、(株)ブリーゼレストランズ、合同会社オー・エム・シー・イー開発10社は連結子会社、古

川ユースウェアサービス(株)、(有)サンケイビルエステート２社は非連結子会社であります。 

２ 関連会社は、持分法非適用であります。 

  

(2) 事業系統図
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当社グループはビル事業、住宅事業、資産開発事業、飲食事業、建築内装事業、ビルメンテナンス事

業、その他の事業によって構成されております。将来にわたって企業グループとしての成長を持続する

ため、開発型経営を推進し、グループ各事業とも積極的な事業拡大を図ることを目指しておりますが、

リスクを慎重に見極めながら事業展開を行ってまいります。安定的な収益基盤の維持・確保を図り企業

価値を高めることで、株主・投資家への還元と社会への継続的な貢献を果たしていくことを経営の基本

方針としております。 
  

当社グループでは、平成22年度を初年度とし平成26年度を最終年度とする５年間に亘る中長期経営計

画を策定しております。平成21年度を最終年度とした、前中長期経営計画で作り上げた開発型経営を継

続し、新たな価値を生み出す５年間と位置付け、さらなる企業価値の向上に向けて新中長期経営計画に

取り組んでいます。昨年11月には当社グループの企業理念・経営ビジョンを新たに策定いたしました。

企業理念としては、「私たちサンケイビルグループは、都市生活者が、喜び、満足し、感動し、幸せ

になる場やサービスを提供し、社会に貢献する企業グループを目指します。」と定めました。企業理念

を形にするための事業ビジョンとして、従来のビル事業・住宅事業に加え、シニア事業を当社グループ

の事業の柱と位置づけ、内外の社会経済環境の変化に即した新しいビジネスモデルの創造にグループ一

体となって取り組みます。 
  

ビル事業・住宅事業に関しては中長期経営計画の中に盛り込んだ事業計画を確実に進めるとともに、

投資家ニーズに応える収益用不動産の開発、ファンド組成の従来の資産開発事業は将来的にビル事業に

含めるものとし、新たに事業の柱となるシニア事業については、有料老人ホ―ム及び高齢者向け住宅の

施設運営に参入し、これらに付随する給食、清掃、建物管理などの周辺事業を、グループ企業で連携を

とり実施していくことといたします。シニア事業に本格的に進出するために本年４月１日に当社の

100％出資子会社として株式会社サンケイビルウェルケアを設立いたしました。2012年度に有料老人ホ

ーム２施設の運営を開始する予定にしております。 
  

さらに、新しい企業理念・経営ビジョンの策定を受けて、新コーポレートコピー「もっとひとりひと

りのなかへ。」を定めました。当社グループが一丸となって私たちのお客様である「都市生活者」ひと

りひとりに真摯に向き合い、エンドユーザーとの関わりを深め、「都市生活者」ひとりひとりが幸せに

なる場やサービスを創造していく企業姿勢を示したものであります。 
  
良好な財務体質を維持しつつ、適切な経営・投資判断の下で開発型経営を進め、成長と安定の両立を

図りながら、グループ中長期経営計画で設定した経営目標である平成26年度(2014年度)連結売上高500

億円、営業利益80億円、経常利益60億円の達成を目指してまいります。 

  

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題、目標とする経営指標
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4．【連結財務諸表】

(1)【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,811 3,309

受取手形及び売掛金 1,115 1,036

有価証券 14 －

販売用不動産 2,864 ※6 101

仕掛販売用不動産 904 7,970

開発不動産 9,148 ※6 1,180

その他のたな卸資産 ※5 32 ※5 45

繰延税金資産 521 1,050

その他 853 1,255

貸倒引当金 △3 △1

流動資産合計 19,263 15,949

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 63,419 ※6 61,084

機械装置及び運搬具（純額） 764 673

土地 ※3 69,352 ※3, ※6 76,533

リース資産（純額） 36 51

建設仮勘定 905 1,312

その他（純額） 575 ※6 453

有形固定資産合計 ※1 135,054 ※1 140,108

無形固定資産

のれん － 2,837

その他 172 461

無形固定資産合計 172 3,299

投資その他の資産

投資有価証券 ※2, ※4 609 ※2, ※4 563

営業投資有価証券 9,694 8,486

長期貸付金 3,241 3,071

繰延税金資産 577 683

その他 2,256 2,036

貸倒引当金 △248 △186

投資その他の資産合計 16,131 14,655

固定資産合計 151,358 158,062

繰延資産 38 30

資産合計 170,660 174,042
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 884 1,056

短期借入金 3,300 1,150

1年内返済予定の長期借入金 9,642 15,313

1年内償還予定の社債 － 10,000

リース債務 9 15

未払法人税等 480 1,941

賞与引当金 279 285

役員賞与引当金 60 71

資産除去債務 － 5

その他 3,393 3,331

流動負債合計 18,050 33,170

固定負債

社債 20,000 20,000

長期借入金 51,537 39,761

リース債務 26 36

再評価に係る繰延税金負債 ※3 16,710 ※3 16,710

退職給付引当金 731 778

環境対策引当金 14 31

資産除去債務 － 193

長期未払金 363 284

長期預り敷金 11,877 11,246

その他 0 0

固定負債合計 101,260 89,044

負債合計 119,311 122,214

純資産の部

株主資本

資本金 14,120 14,120

資本剰余金 12,975 12,975

利益剰余金 15,830 16,328

自己株式 △1,423 △1,418

株主資本合計 41,503 42,005

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 49 26

土地再評価差額金 ※3 9,795 ※3 9,795

その他の包括利益累計額合計 9,845 9,822

少数株主持分 － 0

純資産合計 51,348 51,828

負債純資産合計 170,660 174,042
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(2)【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

売上高 32,239 32,935

売上原価 ※3 25,590 ※3 25,297

売上総利益 6,648 7,638

販売費及び一般管理費 ※1 2,714 ※1 2,884

営業利益 3,934 4,754

営業外収益

受取利息 93 88

受取配当金 12 13

法人税等還付加算金 25 －

賞与引当金戻入額 23 －

その他 64 66

営業外収益合計 219 167

営業外費用

支払利息 1,729 1,600

その他 130 122

営業外費用合計 1,860 1,723

経常利益 2,293 3,199

特別利益

過年度損益修正益 － 23

特別利益合計 － 23

特別損失

固定資産除却損 ※2 14 ※2 30

減損損失 － ※4 260

貸倒引当金繰入額 53 －

投資有価証券評価損 35 51

環境対策引当金繰入額 14 16

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 80

早期割増退職金 － 32

その他 15 19

特別損失合計 133 491

税金等調整前当期純利益 2,160 2,731

法人税、住民税及び事業税 488 2,211

法人税等調整額 500 △622

法人税等合計 988 1,589

少数株主損益調整前当期純利益 － 1,141

少数株主利益 － 0

当期純利益 1,171 1,141
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【連結包括利益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 － 1,141

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △23

その他の包括利益合計 － △23

包括利益 － 1,118

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － 1,118

少数株主に係る包括利益 － 0
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(3)【連結株主資本等変動計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 14,120 14,120

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 14,120 14,120

資本剰余金

前期末残高 12,974 12,975

当期変動額

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 0 0

当期末残高 12,975 12,975

利益剰余金

前期末残高 15,388 15,830

当期変動額

剰余金の配当 △707 △643

当期純利益 1,171 1,141

土地再評価差額金の取崩 △21 －

当期変動額合計 442 498

当期末残高 15,830 16,328

自己株式

前期末残高 △1,426 △1,423

当期変動額

自己株式の処分 4 4

自己株式の取得 △1 △0

当期変動額合計 3 4

当期末残高 △1,423 △1,418

株主資本合計

前期末残高 41,056 41,503

当期変動額

剰余金の配当 △707 △643

当期純利益 1,171 1,141

自己株式の処分 5 4

自己株式の取得 △1 △0

土地再評価差額金の取崩 △21 －

当期変動額合計 446 502

当期末残高 41,503 42,005

㈱サンケイビル (8809)　平成23年３月期　決算短信

－15－



 
  

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 41 49

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

8 △23

当期変動額合計 8 △23

当期末残高 49 26

土地再評価差額金

前期末残高 9,774 9,795

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

21 －

当期変動額合計 21 －

当期末残高 9,795 9,795

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 9,816 9,845

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

29 △23

当期変動額合計 29 △23

当期末残高 9,845 9,822

少数株主持分

前期末残高 0 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △0 0

当期変動額合計 △0 0

当期末残高 － 0

純資産合計

前期末残高 50,873 51,348

当期変動額

剰余金の配当 △707 △643

当期純利益 1,171 1,141

自己株式の処分 5 4

自己株式の取得 △1 △0

土地再評価差額金の取崩 △21 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 28 △23

当期変動額合計 475 479

当期末残高 51,348 51,828
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 2,160 2,731

減価償却費 3,966 3,867

のれん償却額 － 110

たな卸資産評価損 150 1,931

減損損失 － 260

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 80

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △8 11

貸倒引当金の増減額（△は減少） 51 △63

受取利息及び受取配当金 △106 △101

支払利息 1,729 1,600

売上債権の増減額（△は増加） 518 △355

たな卸資産の増減額（△は増加） 6,915 △1,481

仕入債務の増減額（△は減少） △589 230

退職給付引当金の増減額（△は減少） 34 47

長期未払金の増減額（△は減少） △24 △78

賞与引当金の増減額（△は減少） △43 5

固定資産除売却損益（△は益） 14 30

投資有価証券売却損益（△は益） 7 －

投資有価証券評価損益（△は益） 35 51

営業投資有価証券の増減額（△は増加） － △1,099

特別退職金 － 32

前払費用の増減額（△は増加） △212 94

預り金の増減額（△は減少） 277 37

差入保証金の増減額（△は増加） 44 △40

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） 695 △367

未払又は未収消費税等の増減額 1,760 △228

その他 369 △388

小計 17,745 6,918

利息及び配当金の受取額 106 101

利息の支払額 △1,745 △1,631

特別退職金の支払額 － △32

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 940 △816

営業活動によるキャッシュ・フロー 17,046 4,539
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △30 －

定期預金の払戻による収入 41 10

営業投資有価証券の取得による支出 △300 △765

営業投資有価証券の出資払戻による収入 30 3

投資有価証券の取得による支出 △78 △41

有形固定資産の取得による支出 △3,421 △745

有形固定資産の売却による収入 35 －

無形固定資産の取得による支出 － △309

貸付金の回収による収入 122 179

その他 44 237

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,556 △1,431

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △11,700 △2,150

リース債務の返済による支出 △9 △10

長期借入れによる収入 19,700 8,000

長期借入金の返済による支出 △21,567 △19,255

社債の発行による収入 － 10,000

社債の償還による支出 △500 －

自己株式の取得による支出 △1 △0

自己株式の売却による収入 5 4

配当金の支払額 △708 △643

その他 0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △14,780 △4,055

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,290 △947

現金及び現金同等物の期首残高 5,081 3,790

新規連結子会社の現金及び現金同等物の期首残高 － 455

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 3,790 ※1 3,299
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 該当事項はありません。 

  

  

 
  

(5)【継続企業の前提に関する注記】

(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

 1) 連結子会社の数：９社

  連結子会社名：

  ・㈱サンケイ会館

  ・㈱サンケイビルテクノ

  ・㈱サンケイビルマネジメント

  ・㈱サンケイビルメンテ

  ・㈱サンケイビルメンテナンスサービス

  ・㈱ヒューメディアジャパン

  ・㈱サンケイビル投資顧問

  ・㈱ブリーゼアーツ

  ・㈱ブリーゼレストランズ

 特定目的会社オー・エム・シー・エフ開発は、

当連結会計年度において匿名組合事業の終了によ

り、連結の範囲から除外しておりますが、清算結

了までの損益計算書については連結しておりま

す。

１ 連結の範囲に関する事項

 1) 連結子会社の数：10社

  連結子会社名：

  ・㈱サンケイ会館

  ・㈱サンケイビルテクノ

  ・㈱サンケイビルマネジメント

  ・㈱サンケイビルメンテ

  ・㈱サンケイビルメンテナンスサービス

  ・㈱ヒューメディアジャパン

  ・㈱サンケイビル投資顧問

  ・㈱ブリーゼアーツ

  ・㈱ブリーゼレストランズ

  ・合同会社オー・エム・シー・イー開発

  合同会社オー・エム・シー・イー開発に対し、

当社が追加で匿名組合契約に基づく出資を行った

ことにより同社が連結子会社になるとともに、匿

名組合出資金の額が当社の資本金額の100分の10

以上に相当するため、当社の特定子会社に該当す

ることとなりました。

 2) 主要な非連結子会社名：

  ・古川ユースウェアサービス㈱

  ・㈲サンケイビルエステート

  連結の範囲から除いた理由

   当該子会社は、連結総資産、売上高、当期純損

益及び利益剰余金等に、いずれも重要な影響を及

ぼしていないためであります。

 2) 主要な非連結子会社名：

  同左

  

  連結の範囲から除いた理由

  同左

3) 開示対象特別目的会社

  ①開示対象特別目的会社の概要及び開示対象特別目

的会社を利用した取引の概要

   当社は、投資資金の効率性を高めるため、特別

目的会社を利用し収益用不動産の取得及び開発へ

の投資（匿名組合出資）を実施しております。当

該特別目的会社による開発は、当初の計画に従

い、当社からの匿名組合出資のほか、金融機関か

らのノンリコースローンによる資金調達により行

われております。 

 平成22年３月末において出資をしている開示対

象の特別目的会社は１社であり、直近の決算日に

おける資産総額は85億43百万円、負債総額は54億

25百万円です。なお、当該の特別目的会社につい

ては、当社は議決権のある出資等は有しておら

ず、役員や従業員の派遣もありません。

―――
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前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 

 

  ②開示対象特別目的会社との取引金額等

主な取引の金額 
又は当連結会計年度 
末残高（百万円）

匿名組合出資金 (注1) 3,069

主な損益

項目 金額(百万円)

売上高 (注1) 60

売上高 (注2) 26

(注1)匿名組合出資金は、当連結会計年度末における出
資額を記載しております。また、当社は当該出資
に対する利益配当を売上高として計上しておりま
す。

(注2)当社及び㈱サンケイビルマネジメントは、特別目
的会社からマネジメント業務等を受託しており、
売上高を計上しております。

２ 持分法の適用に関する事項

 1) 持分法を適用しない主要な非連結子会社及び関連

会社の名称

   ・古川ユースウェアサービス㈱

   ・㈱スタジオプロット

   ・㈲サンケイビルエステート

 2) 持分法を適用しない理由

   当該持分法非適用会社は、それぞれ連結純損益

及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないため、持分法の適用

から除外しております。

２ 持分法の適用に関する事項

 1) 持分法を適用しない主要な非連結子会社及び関連

会社の名称

   同左

 2) 持分法を適用しない理由

  同左

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

   連結子会社の決算日は、連結決算日と一致して

おります。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

   連結子会社のうち、合同会社オー・エム・シ

ー・イー開発の決算日は、１月31日であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財

務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を行ってお

ります。

４ 会計処理基準に関する事項

 1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ①有価証券

   満期保有目的の債券……償却原価法(定額法)

   その他有価証券

    時価のあるもの……決算期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額

は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は、移

動平均法により算定)

４ 会計処理基準に関する事項

 1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ①有価証券

   満期保有目的の債券……同左

   その他有価証券

    時価のあるもの……同左
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前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

    時価のないもの……移動平均法による原価法

              なお、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組合

への出資(金融商品取引法

第２条第２項により有価証

券とみなされるもの)につ

いては、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基

礎とし、配当が債権として

確定しているものは売掛金

として、再投資が予定され

ているものについては持分

相当額を純額で出資額に取

り込む方法によっていま

す。

    時価のないもの……同左

  ②たな卸資産……個別法及び一部先入先出法による

原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）により評

価しております。

  ②たな卸資産……同左

 2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法  2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）……定率法を

採用しています。ただし、平成10年４月1日以

降取得した建物(建物附属設備を除く)及び提

出会社においては東京サンケイビル並びにブ

リーゼタワーの有形固定資産(工具、器具及び

備品を除く)については、定額法を採用してい

ます。なお、主な耐用年数は、以下のとおり

であります。

   建物及び構築物……………50年、38年、15年

   機械装置及び運搬具………17年、10年

   その他(工具、器具及び備品)……15年、６年

①有形固定資産（リース資産を除く）……同左

②無形固定資産（リース資産を除く）……定額法を

採用しています。ただし、ソフトウェア(自社

利用)については、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によっています。

②無形固定資産（リース資産を除く）……同左

③リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産）……リース期間を耐

用年数とし、残存価額を零として算定する定

額法によっております。なお、所有権移転外

ファイナンス・リース取引のうち、リース取

引開始日が平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。

③リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産）……同左
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前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 3) 重要な繰延資産の処理方法

     開業費……５年にわたり均等償却していま

す。

 3) 重要な繰延資産の処理方法

     開業費……同左

 4) 重要な引当金の計上基準  4) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金……債権の貸倒れによる損失に備える
ため、一般債権については、貸倒実績率によ
る計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては、個別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しています。

①貸倒引当金……同左

②賞与引当金……従業員の賞与支給に備えるため、
賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計
上しています。

②賞与引当金……同左

③役員賞与引当金……役員に対して支給する賞与の
支出に充てるため、支給見込額の当連結会計
年度負担額を計上しております。

③役員賞与引当金……同左

④退職給付引当金……従業員の退職給付に備えるた
め、当連結会計年度末退職給付債務を計上し
ています。

   なお、退職給付債務の金額は、簡便法（当連
結会計年度末自己都合要支給額）によってい
ます。

④退職給付引当金……同左

⑤環境対策引当金……ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニ
ル）等の廃棄物処理の支出に備えるため、発
生見込額を計上しております。 
(追加情報) 
 従来は支出時に費用処理しておりました
が、金額的重要性が増したため、当連結会計
年度より連結会計年度末における処理費用の
見積額を引当金として計上することにいたし
ました。

⑤環境対策引当金……同左 
  
 
       ―――

 5) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要
な事項
  ①消費税及び地方消費税の会計処理
   税抜方式によっています。なお、控除対象外

消費税及び地方消費税は、当連結会計年度の費
用として処理しております。

 5) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要
な事項
  ①消費税及び地方消費税の会計処理
  同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

   連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面

時価評価法によっています。

５          ―――

――― ６ のれん及び負ののれんの償却に関する事項

  のれんは、20年間で均等償却しております。

６ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

   手元現金、要求払預金及び容易に換金可能であ

り、かつ価値変動について僅少なリスクしか負わ

ない、取得日から３ヶ月以内に満期・償還期限の

到来する、短期投資からなっています。

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  同左
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(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

――― （資産除去債務に関する会計基準等）

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。 

 これにより、当連結会計年度の営業利益、経常利益が

それぞれ20百万円減少し、税金等調整前当期純利益が

100百万円減少しております。また、当会計基準等の適

用開始による資産除去債務の変動額は、194百万円であ

ります。

――― （企業結合に関する会計基準等）

 当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」

（企業会計基準第21号  平成20年12月26日）、「連結財

務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号  平成

20年12月26日）、「『研究開発費等に係る会計基準』の

一部改正」（企業会計基準第23号  平成20年12月26

日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準

第７号  平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基

準」（企業会計基準第16号  平成20年12月26日公表分）

及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関す

る適用指針」（企業会計基準適用指針第10号  平成20年

12月26日）を適用しております。

(表示方法の変更)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

――― （連結損益計算書）

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第

22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する

内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適

用により、当連結会計年度では、「少数株主損益調整前

当期純利益」の科目を表示しております。

――― （連結キャッシュ・フロー計算書）

 前連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めておりました「営業投資有価

証券の増減額(△は増加)」(前連結会計年度279百万円)

は、重要性が増したため、当連結会計年度においては区

分掲記することに変更しました。

(追加情報)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

――― （包括利益の表示に関する会計基準）

 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適

用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」

及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度

の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額

等合計」の金額を記載しております。
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(8)【連結財務諸表に関する注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成22年３月31日)

当連結会計年度 
(平成23年３月31日)

※１ 減価償却累計額 26,059百万円 ※１ 減価償却累計額 29,443百万円

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。

    投資有価証券(株式) 7百万円

※２ 同左

※３ 土地の再評価 ※３ 同左

    土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日

公布法律第34号および平成13年３月31日公布法律

第19号による一部改正)に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、評価差額のうち、当該評価差額

に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負

債」として負債の部に計上し、これを控除した金

額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計

上しています。

    再評価の方法  土地の再評価に関する法律施

行令(平成10年３月31日公布

政令第119号)第２条第３号に

定める固定資産税評価額によ

る方法で算出しています。

 
    再評価を実施した年月日 平成14年３月31日

※４ 差入有価証券78百万円が含まれております。 ※４ 差入有価証券120百万円が含まれております。

※５ その他のたな卸資産の内訳

商品 0百万円

材料 15百万円

貯蔵品 12百万円

未成工事支出金 4百万円

※５ その他のたな卸資産の内訳

商品 0百万円

材料 12百万円

貯蔵品 12百万円

未成工事支出金 20百万円

――― ※６ 資産の保有目的の変更

    従来、流動資産として保有していた販売用不動

産及び開発不動産の一部については、当連結会計

年度より保有目的を変更し、固定資産に振替えて

おります。なお、内訳は「建物及び構築物(純

額)」523百万円、「土地」2,676百万円、「その

他(純額)」0百万円となっております。
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の内主要なものは、次のと

おりであります。

販売用広告費 232百万円

販売委託料 110百万円

モデルルーム費用 31百万円

その他の販売費 112百万円

役員報酬 388百万円

役員賞与引当金繰入額 60百万円

給料手当及び福利費 547百万円

退職給付費用 48百万円

賞与引当金繰入額 76百万円

※１ 販売費及び一般管理費の内主要なものは、次のと

おりであります。

販売用広告費 128百万円

販売委託料 149百万円

モデルルーム費用 73百万円

その他の販売費 60百万円

役員報酬 394百万円

役員賞与引当金繰入額 71百万円

給料手当及び福利費 709百万円

退職給付費用 57百万円

賞与引当金繰入額 92百万円

※２ 改修等に伴う除却損

建物及び構築物 14百万円

その他(工具、器具及び備品) 0百万円

※２ 改修等に伴う除却損

建物及び構築物 30百万円

その他(工具、器具及び備品) 0百万円

※３ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下額

売上原価 150百万円

※３ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下額

売上原価 1,931百万円

―――

 

※４ 減損損失

    当連結会計年度において、当社グループは以下

の資産グループについて減損損失を計上しており

ます。

主な用途 種類 場所 減損損失

賃貸住宅 建物及び構築物等 東京都練馬区 157百万円

賃借店舗 建物及び構築物等
東京都千代田区

他
103百万円

    当社グループは、原則として個別の物件ごとに

グルーピングを行い、減損損失の検討を行いまし

た。

    その結果、当連結会計年度において除却を予定

したグループについて帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少資産を減損損失（260百万

円）として特別損失に計上いたしました。その内

訳は、建物及び構築物239百万円、その他20百万

円となっております。

    なお、当資産グループの回収可能価額は、正味

売却価額により測定しております。

(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)

当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益

親会社株主に係る包括利益 1,179百万円

少数株主に係る包括利益 ―百万円

計 1,179百万円

当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益

その他有価証券評価差額金 8百万円

持分法適用会社に対する持分相当額 ―百万円

計 8百万円
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(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加       1,774株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増し請求による減少        73株 

 ストック・オプション行使による減少    12,000株 

  

 
(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

平成14年及び平成16年の新株予約権の減少は、権利行使によるものです。 

なお、上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 
  

 
  

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 68,323,613 ― ― 68,323,613

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 3,970,591 1,774 12,073 3,960,292

３ 新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(千株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結 

会計年度末

提出会社
平成14年新株予約権 普通株式 57 ― 10 47 ―

平成16年新株予約権 普通株式 391 ― 2 389 ―

連結子会社 ― ― ― ― ― ― ―

合計 448 ― 12 436 ―

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日 
定時株主総会

普通株式 386 6.00 平成21年３月31日 平成21年６月29日

平成21年11月６日 
取締役会

普通株式 321 5.00 平成21年９月30日 平成21年12月４日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月29日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 321 5.00 平成22年３月31日 平成22年６月30日
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(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加         884株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増し請求による減少       158株 

 ストック・オプション行使による減少    13,000株 

  

 
(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

平成14年の新株予約権の減少は、権利行使によるものです。 

なお、上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 
  

 
  

 
  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 68,323,613 ― ― 68,323,613

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 3,960,292 884 13,158 3,948,018

３ 新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(千株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結 

会計年度末

提出会社
平成14年新株予約権 普通株式 47 ― 13 34 ―

平成16年新株予約権 普通株式 389 ― ― 389 ―

連結子会社 ― ― ― ― ― ― ―

合計 436 ― 13 423 ―

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月29日 
定時株主総会

普通株式 321 5.00 平成22年３月31日 平成22年６月30日

平成22年11月５日 
取締役会

普通株式 321 5.00 平成22年９月30日 平成22年12月６日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 321 5.00 平成23年３月31日 平成23年６月30日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成22年３月31日)

現金及び預金 3,811百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△20百万円

現金及び現金同等物 3,790百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成23年３月31日)

現金及び預金 3,309百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△10百万円

現金及び現金同等物 3,299百万円

㈱サンケイビル (8809)　平成23年３月期　決算短信

－28－



前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

(単位：百万円） 

 
(注) １ 事業区分は、売上集計区分によっています。 

２ 各事業の主な内容 

 (1) ビル賃貸事業……………………賃貸ビル・賃貸マンション・貸会議室・貸ホールの経営等 

 (2) 資産開発事業……………………収益用不動産の開発・取得及びファンドの運用等 

 (3) 住宅分譲事業……………………マンション等住宅関連の開発及び分譲 

 (4) 飲食事業…………………………レストランの経営 

 (5) 建築内装事業……………………建築工事全般並びに展示、装飾等の製作、イベント・学会等の運営 

 (6) ビルマネジメント事業…………プロパティマネジメント業務・建物機械設備の維持管理・警備・清掃業務

の受託等 

 (7) その他の事業……………………興行の企画制作・貸ホールの運営、人材派遣、給与業務の受託等 

３ 当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は6,142百万円であり、

その主なものは当社の余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)、繰延税金資産及び一般

管理部門にかかる資産等であります。 

  

当連結会計年度については、在外連結子会社及び在外支店がありませんので、所在地別セグメン

ト情報の記載をしていません。 

  

当連結会計年度については、海外売上高がありませんので、海外売上高の記載をしていません。

  

(セグメント情報等)

(事業の種類別セグメント情報)

ビル賃貸 
事業

資産開発 
事業

住宅 
分譲事業

飲食事業
建築

内装事業
ビルマネジ
メント事業

その他
の事業

計
消去 

又は全社
連結

Ⅰ 売上高及び 
  営業損益

  売上高

 (1)外部顧客に 
   対する売上高

16,834 166 8,220 1,962 2,082 2,590 381 32,239 ― 32,239

 (2)セグメント間の 
   内部売上高 
   又は振替高

355 ― ― 311 234 1,483 183 2,568 (2,568) ―

計 17,189 166 8,220 2,274 2,317 4,074 564 34,808 (2,568) 32,239

 営業費用 11,488 536 8,931 2,365 2,339 3,989 556 30,207 (1,902) 28,305

営業利益又は 
営業損失(△)

5,701 △369 △710 △90 △22 85 7 4,600 (666) 3,934

Ⅱ 資産、減価償却 
  費及び資本的支出

  資産 142,482 6,928 13,646 1,085 825 1,707 278 166,954 3,705 170,660

  減価償却費 3,907 ― 1 87 3 8 1 4,009 (42) 3,966

  資本的支出 2,462 ― ― 53 1 2 0 2,520 (13) 2,506

(所在地別セグメント情報)

(海外売上高)
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  (追加情報) 

当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号 平成20年３月21日）を適用しております。 
  

１  報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもの

です。 

 当社グループは、ビル事業、資産開発事業、住宅事業、飲食事業、建築内装事業、ビルメンテナンス

事業、その他の事業の複数の業種にわたる事業を営んでおり、業種別に区分された事業ごとに、当社及

び当社の連結子会社（以下、事業運営会社）が各々独立した経営単位として、それぞれの事業に従事す

る経営スタイルを採用しております。各々の事業運営会社は、主体的に各事業ごとの包括的な事業戦略

を立案し、事業活動を展開しております。 

 なお、報告セグメントにおける各事業の主な内容は、以下のとおりであります。 
  

 
  

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高

は、市場実勢価格に基づいております。 

  

(セグメント情報)

(1) ビル事業…………………… 賃貸ビル・賃貸マンション・貸会議室・貸ホールの経営、アセットマネジメン

ト・プロパティマネジメント業務等

(2) 資産開発事業……………… 収益用不動産の開発・取得及びファンドの運用等

(3) 住宅事業…………………… マンション等住宅関連の開発及び分譲

(4) 飲食事業…………………… レストランの経営

(5) 建築内装事業……………… 建築工事全般並びに展示、装飾等の製作、イベント・学会等の運営

(6) ビルメンテナンス事業…… 建物機械設備の維持管理・警備・清掃業務の受託等
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３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度(自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日) 

 
（注）１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、興行の企画制作・貸ホールの運

営、業務の受託事業等を含んでおります。 

 ２ 調整額の内容は以下の通りであります。 

(1)セグメント利益又は損失(△)の調整額△666百万円には、主に各報告セグメントに配分していない管理

部門に係る全社費用△617百万円が含まれております。 

(2)セグメント資産の調整額3,705百万円には、主に全社資産6,142百万円、セグメント間消去△2,436百万

円が含まれており、その主なものは、当社の余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証

券)、繰延税金資産及び一般管理部門にかかる資産等であります。 

 ３ セグメント利益は連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

 
（注）１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、興行の企画制作・貸ホールの運

営、業務の受託事業等を含んでおります。 

 ２ 調整額の内容は以下の通りであります。 

(1)セグメント利益又は損失(△)の調整額715百万円には、主に各報告セグメントに配分していない管理部

門に係る全社費用△614百万円が含まれております。 

(2)セグメント資産の調整額3,105百万円には、主に全社資産5,535百万円、セグメント間消去△2,430百万

円が含まれており、その主なものは、当社の余資運用資金(現金及び預金)、繰延税金資産等でありま

す。 

 ３ セグメント利益は連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
(注)1

合計
調整額 
(注)2

連結
財務諸表
計上額 
(注)3

ビル事業
資産開発 

事業
住宅事業 飲食事業

建築内装
事業

ビルメン
テナンス
事業

計

売上高

  外部顧客への 
  売上高

16,834 166 8,220 1,962 2,082 2,590 31,858 381 32,239 ― 32,239

  セグメント間の 
  内部売上高又は 
  振替高

355 ― ― 311 234 1,483 2,385 183 2,568 △2,568 ―

計 17,189 166 8,220 2,274 2,317 4,074 34,243 564 34,808 △2,568 32,239

セグメント利益 
又は損失(△)

5,701 △369 △710 △90 △22 85 4,592 7 4,600 △666 3,934

セグメント資産 142,482 6,928 13,646 1,085 825 1,707 166,676 278 166,954 3,705 170,660

その他の項目

  減価償却費 3,907 ― 1 87 3 8 4,008 1 4,009 △42 3,966

  有形固定資産 
  及び無形固定 
  資産の増加額

2,462 ― ― 53 1 2 2,519 0 2,520 △13 2,506

当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
(注)1

合計
調整額 
(注)2

連結
財務諸表
計上額 
(注)3

ビル事業
資産開発 

事業
住宅事業 飲食事業

建築内装
事業

ビルメン
テナンス
事業

計

売上高

  外部顧客への 
  売上高

17,182 1,935 7,474 1,795 1,951 2,176 32,516 419 32,935 ― 32,935

  セグメント間の 
  内部売上高又は 
  振替高

314 4 ― 287 466 1,728 2,802 175 2,978 △2,978 ―

計 17,496 1,940 7,474 2,083 2,418 3,905 35,318 594 35,913 △2,978 32,935

セグメント利益 
又は損失(△)

5,613 1,697 △1,812 △56 0 76 5,518 △49 5,469 △715 4,754

セグメント資産 151,214 5,889 10,426 695 916 1,537 170,679 257 170,937 3,105 174,042

その他の項目

  減価償却費 3,830 ― 0 56 3 10 3,900 3 3,904 △36 3,867

  有形固定資産 
  及び無形固定 
  資産の増加額

666 ― 92 30 ― 1 791 14 805 △39 766
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セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

海外売上高がありませんので、記載を省略しております。 

  

本邦以外の有形固定資産がありませんので、記載を省略しております。 

  

特定の顧客への外部売上高が連結損益計算書の売上高の10％未満であるため、記載を省略しておりま

す。 

  

  

 
  

  

 
  

  

該当事項はありません。 

  

(関連情報)

当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

(2) 有形固定資産

３．主要な顧客ごとの情報

(報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報)

当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

（単位：百万円）

ビル事業
資産開発 

事業
住宅事業 飲食事業

建築内装 

事業

ビルメンテ 

ナンス事業
合計

減損損失 157 ― ― 103 ― ― 260

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

（単位：百万円）

ビル事業
資産開発 

事業
住宅事業 飲食事業

建築内装 

事業

ビルメンテ 

ナンス事業
合計

当期償却額 110 ― ― ― ― ― 110

当期末残高 2,837 ― ― ― ― ― 2,837

(報告セグメントごとの負のれん発生益に関する情報)

当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)
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(税効果会計関係)

前連結会計年度 
(平成22年３月31日)

当連結会計年度 
(平成23年３月31日)

 

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産
 販売用不動産評価損 293百万円
 税務上の繰越欠損金 160百万円
 減価償却費 173百万円
 退職給付引当金 291百万円
 長期未払金 146百万円
 賞与引当金 113百万円
 貸倒引当金 120百万円
 未払事業税 54百万円
 固定資産未実現利益 90百万円
 投資有価証券等評価損 82百万円
 その他 78百万円
繰延税金資産小計 1,605百万円
 評価性引当額 △492百万円
繰延税金資産合計 1,113百万円

繰延税金負債
 その他有価証券評価差額金 △13百万円

繰延税金負債合計 △13百万円

繰延税金資産(又は負債(△))の純額 1,099百万円

上記以外に土地再評価に係る繰延税金資産及び負債が

あり、その内容は以下の通りであります。

再評価に係る繰延税金資産 5,925百万円
評価性引当額 △5,925百万円

再評価に係る繰延税金資産合計 ―百万円
再評価に係る繰延税金負債 △16,710百万円
再評価に係る繰延税金資産 
（又は負債(△)）の純額

△16,710百万円

 

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産
販売用不動産評価損 725百万円
税務上の繰越欠損金 213百万円
減価償却費 167百万円
退職給付引当金 315百万円
長期未払金 113百万円
賞与引当金 116百万円
貸倒引当金 109百万円
未払事業税 168百万円
固定資産未実現利益 86百万円
投資有価証券等評価損 117百万円
その他 634百万円

繰延税金資産小計 2,767百万円
評価性引当額 △978百万円

繰延税金資産合計 1,788百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △1百万円
その他 △52百万円

繰延税金負債合計 △54百万円

繰延税金資産(又は負債(△))の純額 1,733百万円

上記以外に土地再評価に係る繰延税金資産及び負債が

あり、その内容は以下の通りであります。

再評価に係る繰延税金資産 5,925百万円
評価性引当額 △5,925百万円

再評価に係る繰延税金資産合計 ―百万円
再評価に係る繰延税金負債 △16,710百万円
再評価に係る繰延税金資産
（又は負債(△)）の純額

△16,710百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.69%
(調整)
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.61%
受取配当金等永久に益金に算入されない
項目

△1.65%

役員賞与引当金等永久に損金に算入され
ない項目

1.26%

評価性引当額の増加 3.91%
住民税均等割 0.60%
その他 0.36%
小計 5.10%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.79%
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.69%
(調整)
交際費等永久に損金に算入されない項目 1.68%
受取配当金等永久に益金に算入されない
項目

△1.78%

役員賞与引当金等永久に損金に算入され
ない項目

1.02%

評価性引当額の増加 17.53%
住民税均等割 0.47%
その他 △1.42%
小計 17.50%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 58.19%
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 (追加情報) 

当連結会計年度から、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号 平成20年３月10日)及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日)を適

用しております。 

  

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、主にビル賃貸事業、資産開発事業及び住宅分譲事業を行うための設備投資計画

に照らして、必要な資金(主に銀行借入や社債発行)を調達しております。一時的な余資は安全性の

高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。 

  

(2) 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関し

ては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、取引先の状況を定期的にモニタリング

し、財務状態等の悪化による貸倒懸念の早期把握と軽減を行っております。 

 有価証券や投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されています。当該リスクに関しては、

定期的に時価や発行会社の財政状態等を把握し、満期保有目的の債券以外のものについては、保有

継続について定期的に検討を行っております。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、支払までの期間は短期であります。 

 借入金及び社債は、主に設備投資等に係る資金の調達を目的としたものであり、償還日は最長で

決算日後14年であります。このうち一部は変動金利であるため、金利の変動リスクに晒されており

ますが、その割合は少なく、大半が固定金利のため、リスクは比較的軽微であります。資金調達に

係る流動性リスクについては、資金繰り見通しを策定し、当社グループ全体の資金管理を行うほ

か、安定した調達先の確保などにより、そのリスクを軽減しております。 

  

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前

提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 

  

(金融商品関係)

㈱サンケイビル (8809)　平成23年３月期　決算短信

－34－



  
２．金融商品の時価等に関する事項 

平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりませ

ん（(注)２を参照ください）。 

 
  

(注)１ 金融商品の時価の算定方法 

   

 
  

(単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 3,811 3,811 ―

(2) 受取手形及び売掛金 1,115 1,115 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券

 ①満期保有目的の債券 93 91 △1

 ②その他有価証券 237 237 ―

資産 計 5,257 5,256 △1

(1) 支払手形及び買掛金 884 884 ―

(2) 短期借入金 3,300 3,300 ―

(3) 社債 20,000 20,086 86

(4) 長期借入金(１年内返済予定含む) 61,179 61,870 691

負債 計 85,363 86,140 777

資産

(1) 現金及び預金

 預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(2) 受取手形及び売掛金

 短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(3) 有価証券及び投資有価証券

 株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっており

ます。

負債

(1) 支払手形及び買掛金

 短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(2) 短期借入金

 短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(3) 社債

 社債の時価は、市場価格等によっております。

(4) 長期借入金（１年内返済予定含む）

 長期借入金の時価は、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割引いた現在価

値により算定しております。
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(注)２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 
  ＊1 「非上場株式」及び「投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資金」については、市場価格がな

く、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3) 有価証券及び投資有価証券」には含めてお

りません。 

  ＊2 賃貸物件における賃借人から預託されている「長期預り敷金」については、市場価格がなく、かつ賃借人の

入居から退去までの実質的な預託期間を算定することは困難であり、合理的なキャッシュ・フローを見積る

ことが困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。 

  

(注)３ 満期のある金銭債権及び有価証券の連結決算日後の償還予定額 

 
  

(注)４ 社債、長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

 
  

(単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

投資有価証券

 非上場株式 293

営業投資有価証券

 投資事業有限責任組合及びそれに 
 類する組合への出資金

9,694

長期預り敷金 11,877

(単位：百万円）

１年以内
１年超
５年以内

５年超 
10年以内

10年超

 現金及び預金

  預金 3,759 ― ― ―

 受取手形及び売掛金 1,115 ― ― ―

 有価証券及び投資有価証券

  満期保有目的の債券（国債） 15 ― 88 ―

合計 4,890 ― 88 ―

(単位：百万円）

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超 
５年以内

５年超

 社債 ― 10,000 ― ― ― 10,000

 長期借入金 9,642 16,567 8,107 7,377 8,817 10,669

合計 9,642 26,567 8,107 7,377 8,817 20,669
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、主にビル事業、資産開発事業及び住宅事業を行うための設備投資計画に照らし

て、必要な資金(主に銀行借入や社債発行)を調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融

資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。 

  

(2) 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関し

ては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、取引先の状況を定期的にモニタリング

し、財務状態等の悪化による貸倒懸念の早期把握と軽減を行っております。 

 有価証券や投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されています。当該リスクに関しては、

定期的に時価や発行会社の財政状態等を把握し、満期保有目的の債券以外のものについては、保有

継続について定期的に検討を行っております。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、支払までの期間は短期であります。 

 借入金及び社債は、主に設備投資等に係る資金の調達を目的としたものであり、償還日は最長で

決算日後13年であります。このうち一部は変動金利であるため、金利の変動リスクに晒されており

ますが、その割合は少なく、大半が固定金利のため、リスクは比較的軽微であります。資金調達に

係る流動性リスクについては、資金繰り見通しを策定し、当社グループ全体の資金管理を行うほ

か、安定した調達先の確保などにより、そのリスクを軽減しております。 

  

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前

提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 

  

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりませ

ん（(注)２を参照ください）。 

 
  

(単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 3,309 3,309 ―

(2) 受取手形及び売掛金 1,036 1,036 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券

 ①満期保有目的の債券 120 120 0

 ②その他有価証券 201 201 ―

資産 計 4,667 4,667 0

(1) 支払手形及び買掛金 1,056 1,056 ―

(2) 短期借入金 1,150 1,150 ―

(3) 社債(１年内償還予定含む) 30,000 30,655 655

(4) 長期借入金(１年内返済予定含む) 55,074 56,112 1,038

負債 計 87,280 88,974 1,693
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(注)１ 金融商品の時価の算定方法 

   

 
  

(注)２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 
  ＊1 「非上場株式」及び「投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資金」については、市場価格がな

く、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3) 有価証券及び投資有価証券」には含めてお

りません。 

  ＊2 賃貸物件における賃借人から預託されている「長期預り敷金」については、市場価格がなく、かつ賃借人の

入居から退去までの実質的な預託期間を算定することは困難であり、合理的なキャッシュ・フローを見積る

ことが困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。 

  

(注)３ 満期のある金銭債権及び有価証券の連結決算日後の償還予定額 

 
  

(注)４ 社債、長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

 
  

資産

(1) 現金及び預金

 預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(2) 受取手形及び売掛金

 短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(3) 有価証券及び投資有価証券

 株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっており

ます。

負債

(1) 支払手形及び買掛金

 短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(2) 短期借入金

 短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(3) 社債（１年内償還予定含む）

 社債の時価は、市場価格等によっております。

(4) 長期借入金（１年内返済予定含む）

 長期借入金の時価は、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割引いた現在価

値により算定しております。

(単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

投資有価証券

 非上場株式 242

営業投資有価証券

 投資事業有限責任組合及びそれに 
 類する組合への出資金

16,648

長期預り敷金 11,246

(単位：百万円）

１年以内
１年超
５年以内

５年超 
10年以内

10年超

 現金及び預金

  預金 2,866 ― ― ―

 受取手形及び売掛金 1,036 ― ― ―

 有価証券及び投資有価証券

  満期保有目的の債券（国債） ― ― 133 ―

合計 3,903 ― 133 ―

(単位：百万円）

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超 
５年以内

５年超

 社債 10,000 ― ― ― 10,000 10,000

 長期借入金 15,313 10,048 9,253 9,433 2,691 8,336

合計 25,313 10,048 9,253 9,433 12,691 18,336
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 (追加情報) 

当連結会計年度から、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第20号 平

成20年11月28日)及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第23号 平成20年11月28日)を適用しております。 

当社では、東京都内及び大阪・広島において、賃貸用のオフィスビル、商業施設等（土地を含む）

を保有しております。 

賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日にお

ける時価及び当該時価の算定方法は以下のとおりであります。 

   
(注)１ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

  ２ 主な変動 

 
  ３ 時価の算定方法 

  当連結会計年度末における時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基

づく金額、その他の大型物件については社内の不動産鑑定士による不動産鑑定評価、その他の物件について

は適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づいて自社で算出した金額であります。 

  

また、賃貸等不動産に関する当連結会計年度における損益は、次のとおりであります。 

 
 (注)賃貸収益及び賃貸原価は、賃貸収益とこれに対応する費用であり、それぞれ「売上高」及び「売上原価」に計

上されております。 

  

(賃貸等不動産関係)

(単位：百万円)

連結貸借対照表計上額
連結決算日における時価

前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

124,169 △2,630 121,538 194,955

減少 減価償却 3,186百万円

(単位：百万円)

賃貸収益 賃貸原価 差額

15,567 8,019 7,548
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

当社では、東京都内及び大阪・広島において、賃貸用のオフィスビル、商業施設等（土地を含む）

を保有しております。 

賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日にお

ける時価及び当該時価の算定方法は以下のとおりであります。 

   
(注)１ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。なお、当連結会計年度

末残高には、資産除去債務に関する金額199百万円含まれております。 

  ２ 主な変動 

 
  ３ 時価の算定方法 

  当連結会計年度末における時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基

づく金額、その他の大型物件については社内の不動産鑑定士による不動産鑑定評価、その他の物件について

は適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づいて自社で算出した金額であります。 

  

また、賃貸等不動産に関する当連結会計年度における損益は、次のとおりであります。 

 
 (注)賃貸収益及び賃貸原価は、賃貸収益とこれに対応する費用であり、それぞれ「売上高」及び「売上原価」に計

上されております。 

  
  

(単位：百万円)

連結貸借対照表計上額
連結決算日における時価

前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

121,538 2,825 124,364 184,926

増加 賃貸用不動産の取得 4,986百万円

販売用不動産から賃貸用不動産への振替 934百万円

減少 減価償却 3,144百万円

(単位：百万円)

賃貸収益 賃貸原価 差額

15,875 8,158 7,716
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(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。 

  

 
  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１株当たり純資産額 797円79銭

１株当たり当期純利益 18円20銭

潜在株式調整後1株当たり当期純利益 18円19銭

１株当たり純資産額 805円08銭

１株当たり当期純利益 17円74銭

潜在株式調整後1株当たり当期純利益 17円74銭

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１株当たり当期純利益

 当期純利益(百万円) 1,171 1,141

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

 普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,171 1,141

 期中平均株式数(千株) 64,358 64,368

潜在株式調整後1株当たり当期純利益

当期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(千株) 18 11

(うち新株予約権(千株)) (18) (11)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要

平成16年６月29日定時株主総会
決議による新株予約権方式によ
るストックオプション

（新株予約権の数389個）

同左
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「リース取引関係」「関連当事者情報」「有価証券関係」「デリバティブ取引関係」「退職給付関

係」「ストック・オプション等関係」「企業結合等関係」「資産除去債務関係」に関する注記事項に

ついては、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しておりま

す。 

  

(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

（社債発行に関する事項）

 平成22年４月５日開催の当社取締役会の決議に基づ

き、以下のように社債を発行しております。

(1)社債の概要

①社債の種類

 第３回無担保社債

 (社債間限定同順位特約付)

②社債総額

 100億円

③各社債の金額

 １億円

④利率

 年1.10％

⑤払込価額

 各社債の金額100円につき

 金100円

⑥償還価額

 各社債の金額100円につき

 金100円

⑦償還方法

 満期一括償還及び買入消却

⑧償還期限

 平成27年４月28日

(2)発行の時期

平成22年４月28日

(3)資金の使途

借入金返済資金

（子会社の設立に関する事項）

 当社は、平成23年１月31日開催の取締役会におい

て、下記の通り、当社全額出資の子会社を設立するこ

とを決議し、平成23年４月１日に設立いたしました。

(1)子会社設立の理由

当社は、ビル事業や住宅事業及び飲食事業で培った

ノウハウの活用を図り、高齢化社会の進展により、

今後ますます高まると予想される高齢者向け住居の

ニーズに応えていくことを目的に、有料老人ホーム

及び高齢者向け住宅の施設運営、訪問介護、居宅介

護支援等のシニア事業を行う当該子会社を設立いた

しました。

(2)設立する子会社の概要

①商号

 株式会社サンケイビルウェルケア

②設立年月日

 平成23年４月１日

③本店所在地

 東京都千代田区大手町一丁目６番１号

④代表者名

 代表取締役社長 舘野登志郎

⑤資本金

 １億円

⑥発行済株式数

 2,000株

⑦株主構成

 株式会社サンケイビル 100％

⑧主な事業内容

 有料老人ホーム及び高齢者向け住宅の施設運営事

業、訪問介護事業、居宅介護支援事業

⑨決算期

 ３月31日

(開示の省略)
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5．【個別財務諸表】

(1)【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,317 1,836

売掛金 545 521

販売用不動産 2,864 ※3 101

仕掛販売用不動産 904 7,982

開発不動産 9,148 ※3 1,180

貯蔵品 5 4

前払費用 351 354

繰延税金資産 431 981

関係会社短期貸付金 527 453

その他 394 631

流動資産合計 17,490 14,048

固定資産

有形固定資産

建物 87,369 ※3 88,273

減価償却累計額 △24,328 ※3 △27,904

建物（純額） 63,040 ※3 60,369

構築物 580 580

減価償却累計額 △285 △316

構築物（純額） 295 263

機械装置及び運搬具 1,295 1,295

減価償却累計額 △526 △619

機械装置及び運搬具（純額） 768 676

工具、器具及び備品 1,668 ※3 1,729

減価償却累計額 △1,143 ※3 △1,290

工具、器具及び備品（純額） 524 ※3 438

土地 ※1 69,352 ※1, ※3 72,029

リース資産 32 72

減価償却累計額 △9 △20

リース資産（純額） 22 51

建設仮勘定 905 1,312

有形固定資産合計 134,909 135,141

無形固定資産

借地権 127 420

ソフトウエア 24 16

その他 9 9

無形固定資産合計 162 446

投資その他の資産

投資有価証券 ※2 600 ※2 555

営業投資有価証券 9,694 8,486

その他の関係会社有価証券 － 8,161

関係会社株式 545 288

出資金 0 0

長期貸付金 2,691 2,570

関係会社長期貸付金 879 733

長期前払費用 188 230

繰延税金資産 353 463
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

差入保証金 1,016 1,037

その他 534 448

破産更生債権等 62 62

貸倒引当金 △296 △244

投資その他の資産合計 16,270 22,794

固定資産合計 151,342 158,381

資産合計 168,833 172,430

負債の部

流動負債

買掛金 258 356

短期借入金 3,785 2,050

1年内返済予定の長期借入金 9,642 15,313

1年内償還予定の社債 － 10,000

リース債務 6 15

未払金 44 189

未払費用 417 434

未払法人税等 457 1,889

未払消費税等 488 244

前受金 1,417 940

預り金 356 393

賞与引当金 172 187

役員賞与引当金 43 44

資産除去債務 － 5

１年内返還予定の預り敷金 477 956

流動負債合計 17,566 33,020

固定負債

社債 20,000 20,000

長期借入金 51,537 39,761

リース債務 16 36

再評価に係る繰延税金負債 ※1 16,710 ※1 16,710

退職給付引当金 412 458

環境対策引当金 14 31

資産除去債務 － 193

長期未払金 277 220

長期預り敷金 11,956 11,107

その他 0 0

固定負債合計 100,925 88,520

負債合計 118,492 121,540
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 14,120 14,120

資本剰余金

資本準備金 12,899 12,899

その他資本剰余金 75 75

資本剰余金合計 12,975 12,975

利益剰余金

利益準備金 920 920

その他利益剰余金

別途積立金 12,913 12,913

繰越利益剰余金 988 1,556

利益剰余金合計 14,822 15,390

自己株式 △1,423 △1,418

株主資本合計 40,495 41,068

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 49 26

土地再評価差額金 ※1 9,795 ※1 9,795

評価・換算差額等合計 9,845 9,822

純資産合計 50,341 50,890

負債純資産合計 168,833 172,430
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(2)【損益計算書】

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

売上高 25,551 26,516

売上原価 ※3 19,494 ※3 19,467

売上総利益 6,056 7,049

販売費及び一般管理費

販売用広告費 232 128

販売委託料 110 149

モデルルーム費用 55 78

その他の販売費 119 60

広告宣伝費 35 34

交際費 7 7

役員報酬 204 205

役員賞与引当金繰入額 43 44

給料 329 393

賞与引当金繰入額 53 75

退職給付費用 32 45

福利厚生費 89 114

賃借料 232 209

減価償却費 53 53

その他 585 584

販売費及び一般管理費合計 2,186 2,185

営業利益 3,869 4,864

営業外収益

受取利息 104 96

受取配当金 ※1 91 ※1 41

保険返戻金 2 4

その他 78 45

営業外収益合計 277 187

営業外費用

支払利息 1,369 1,117

社債利息 364 465

固定資産除却損 13 17

貸倒引当金繰入額 74 8

その他 98 82

営業外費用合計 1,919 1,691

経常利益 2,227 3,360

特別利益

過年度損益修正益 － 17

特別利益合計 － 17
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

特別損失

固定資産除却損 ※2 13 ※2 30

減損損失 － ※4 157

投資有価証券売却損 7 －

投資有価証券評価損 35 51

関係会社株式評価損 29 256

ゴルフ会員権評価損 8 －

貸倒引当金繰入額 53 －

環境対策引当金繰入額 14 16

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 62

関係会社債権放棄損 － 80

過年度損益修正損 － 19

特別損失合計 162 674

税引前当期純利益 2,065 2,703

法人税、住民税及び事業税 440 2,140

法人税等調整額 481 △648

法人税等合計 921 1,491

当期純利益 1,143 1,211
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(3)【株主資本等変動計算書】

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 14,120 14,120

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 14,120 14,120

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 12,899 12,899

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,899 12,899

その他資本剰余金

前期末残高 74 75

当期変動額

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 0 0

当期末残高 75 75

資本剰余金合計

前期末残高 12,974 12,975

当期変動額

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 0 0

当期末残高 12,975 12,975

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 920 920

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 920 920

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 12,913 12,913

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,913 12,913

繰越利益剰余金

前期末残高 573 988

当期変動額

剰余金の配当 △707 △643

当期純利益 1,143 1,211

土地再評価差額金の取崩 △21 －

当期変動額合計 414 568

当期末残高 988 1,556
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 14,408 14,822

当期変動額

剰余金の配当 △707 △643

当期純利益 1,143 1,211

土地再評価差額金の取崩 △21 －

当期変動額合計 414 568

当期末残高 14,822 15,390

自己株式

前期末残高 △1,426 △1,423

当期変動額

自己株式の処分 4 4

自己株式の取得 △1 △0

当期変動額合計 3 4

当期末残高 △1,423 △1,418

株主資本合計

前期末残高 40,076 40,495

当期変動額

剰余金の配当 △707 △643

当期純利益 1,143 1,211

自己株式の処分 5 4

自己株式の取得 △1 △0

土地再評価差額金の取崩 △21 －

当期変動額合計 418 572

当期末残高 40,495 41,068

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 41 49

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 8 △23

当期変動額合計 8 △23

当期末残高 49 26

土地再評価差額金

前期末残高 9,774 9,795

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 21 －

当期変動額合計 21 －

当期末残高 9,795 9,795

評価・換算差額等合計

前期末残高 9,816 9,845

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 29 △23

当期変動額合計 29 △23

当期末残高 9,845 9,822
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

純資産合計

前期末残高 49,893 50,341

当期変動額

剰余金の配当 △707 △643

当期純利益 1,143 1,211

自己株式の処分 5 4

自己株式の取得 △1 △0

土地再評価差額金の取崩 △21 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 29 △23

当期変動額合計 447 549

当期末残高 50,341 50,890
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 該当事項はありません。 

  

  

 
  

(4)【継続企業の前提に関する注記】

(5)【重要な会計方針】

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

  満期保有目的の債券

    …償却原価法(定額法)

  子会社株式及び関連会社株式

    …移動平均法による原価法

  その他有価証券

時価のあるもの…決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は、全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は、移動平均法により算

定)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

  満期保有目的の債券

    …同左

  子会社株式及び関連会社株式

    …同左

  その他有価証券

時価のあるもの…同左

時価のないもの…移動平均法による原価法 

 なお、投資事業有限責任組合

及びそれに類する組合への出資

(金融商品取引法第２条第２項

により有価証券とみなされるも

の)については、組合契約に規

定される決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基礎と

し、配当が債権として確定して

いるものは売掛金として、再投

資が予定されているものについ

ては持分相当額を純額で出資額

に取り込む方法によっていま

す。

時価のないもの…同左

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 ２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

1) 販売用不動産

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

1) 販売用不動産

同左

2) 仕掛販売用不動産

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

2) 仕掛販売用不動産

同左

3) 開発不動産

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

3) 開発不動産

同左

4) 貯蔵品

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

4) 貯蔵品

同左
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前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

３ 固定資産の減価償却の方法

 1) 有形固定資産（リース資産を除く）…定率法

    ただし、平成10年４月1日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)及び東京サンケイビル並

びにブリーゼタワーの有形固定資産(器具及び

備品を除く)については、定額法を採用してい

ます。なお、主な耐用年数は、以下のとおりで

あります。

     建物…………………………50年、38年、15年

     構築物………………………15年

     機械装置及び運搬具………17年、10年

     工具、器具及び備品………15年、６年

３ 固定資産の減価償却の方法

 1) 有形固定資産（リース資産を除く）…同左

 2) 無形固定資産（リース資産を除く）…定額法

    なお、ソフトウェア(自社利用)については、社

内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

を採用しています。

 2) 無形固定資産（リース資産を除く）…同左

 3) リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産）…リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零として算定する定額法に

よっております。なお、所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引のうち、リース取引開始日が

平成20年３月31日以前のリース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

 3) リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産）…同左

４ 引当金の計上基準

 1) 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については、貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念

債権等特定の債権については、個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しています。

４ 引当金の計上基準

 1) 貸倒引当金

   同左

 2) 賞与引当金

   従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額

の当期負担額を計上しています。

 2) 賞与引当金

   同左

 3) 役員賞与引当金

   役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額の当事業年度負担額を計上しておりま

す。

 3) 役員賞与引当金

   同左

 4) 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当期末退職給付

債務を計上しています。

なお、退職給付債務の金額は、簡便法（当期末自己

都合要支給額）によっています。

 4) 退職給付引当金

   同左

 5) 環境対策引当金

   ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）等の廃棄物処理の

支出に備えるため、発生見込額を計上しておりま

す。 

(追加情報) 

 従来は支出時に費用処理しておりましたが、金額

的重要性が増したため、当事業年度より事業年度末

における処理費用の見積額を引当金として計上する

ことにいたしました。

 5) 環境対策引当金

   同左 

  

 

         ―――

５ その他財務諸表作成のための重要な事項

 1) 消費税及び地方消費税の会計処理

  税抜方式によっています。なお、控除対象外消

費税及び地方消費税は、当事業年度の費用として

処理しております。

５ その他財務諸表作成のための重要な事項

 1) 消費税及び地方消費税の会計処理

 同左

㈱サンケイビル (8809)　平成23年３月期　決算短信

－52－



  

  

  

 
  

  

(6)【重要な会計方針の変更】

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

――― （資産除去債務に関する会計基準等）

 当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。 

 これにより、当事業年度の営業利益、経常利益がそれ

ぞれ19百万円減少し、税引前当期純利益が81百万円減少

しております。また、当会計基準等の適用開始による資

産除去債務の変動額は、194百万円であります。
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(7)【個別財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

※１ 土地の再評価 ※１ 同左

    土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日

公布法律第34号および平成13年３月31日公布法律

第19号による一部改正)に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、評価差額のうち、当該評価差額

に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負

債」として負債の部に計上し、これを控除した金

額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計

上しています。

    再評価の方法  土地の再評価に関する法律施

行令(平成10年３月31日公布

政令第119号)第２条第３号に

定める固定資産税評価額によ

る方法で算出しています。

    再評価を実施した年月日 平成14年３月31日

※２ 差入有価証券78百万円が含まれております。 ※２ 差入有価証券120百万円が含まれております。

――― ※３ 資産の保有目的の変更

    従来、流動資産として保有していた販売用不動

産及び開発不動産の一部については、当事業年度

より保有目的を変更し、固定資産に振替えており

ます。なお、内訳は「建物(純額)」523百万円、

「工具、器具及び備品(純額)」0百万円、「土

地」2,676百万円となっております。

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

※１ 関係会社に係わる注記

    受取配当金には、関係会社からのものが78百万

円含まれています。

※１ 関係会社に係わる注記

    受取配当金には、関係会社からのものが28百万

円含まれています。

※２ 改修等に伴う除却損

建物 13百万円

構築物 0百万円

工具、器具及び備品 0百万円
 

※２ 改修等に伴う除却損

建物 29百万円

工具、器具及び備品 0百万円

※３ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下額

売上原価 150百万円

※３ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下額

売上原価 1,931百万円

―――

 

※４ 減損損失

    当事業年度において、当社は以下の資産グルー

プについて減損損失を計上しております。

主な用途 種類 場所 減損損失

賃貸住宅 建物等 東京都練馬区 157百万円

    当社は、原則として個別の物件ごとにグルーピ

ングを行い、減損損失の検討を行いました。

    その結果、当事業年度において除却を予定した

グループについて帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少資産を減損損失（157百万円）と

して特別損失に計上いたしました。その内訳は、

建物138百万円、構築物0百万円、工具、器具及び

備品2百万円、その他15百万円となっておりま

す。

    なお、当資産グループの回収可能価額は、正味

売却価額により測定しております。
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(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加        1,774株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少           73株 

 ストック・オプション行使による減少    12,000株 

  

  

   

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加          884株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少          158株 

 ストック・オプション行使による減少     13,000株 

  

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

１ 自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 3,970,591 1,774 12,073 3,960,292

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)

１ 自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 3,960,292 884 13,158 3,948,018

㈱サンケイビル (8809)　平成23年３月期　決算短信

－55－



  

 
  

「リース取引関係」「有価証券関係」「税効果会計関係」「企業結合等関係」「資産除去債務関

係」「１株当たり情報」に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくない

と考えられるため、開示を省略しております。 

  

役員の異動につきましては、同日発表の「役員人事のお知らせ」をご参照ください。 

  

(重要な後発事象)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

（社債発行に関する事項）

 平成22年４月５日開催の当社取締役会の決議に基づ

き、以下のように社債を発行しております。

(1)社債の概要

①社債の種類

 第３回無担保社債

 (社債間限定同順位特約付)

②社債総額

 100億円

③各社債の金額

 １億円

④利率

 年1.10％

⑤払込価額

 各社債の金額100円につき

 金100円

⑥償還価額

 各社債の金額100円につき

 金100円

⑦償還方法

 満期一括償還及び買入消却

⑧償還期限

 平成27年４月28日

(2)発行の時期

平成22年４月28日

(3)資金の使途

借入金返済資金

（子会社の設立に関する事項）

 当社は、平成23年１月31日開催の取締役会におい

て、下記の通り、当社全額出資の子会社を設立するこ

とを決議し、平成23年４月１日に設立いたしました。

(1)子会社設立の理由

当社は、ビル事業や住宅事業及び飲食事業で培った

ノウハウの活用を図り、高齢化社会の進展により、

今後ますます高まると予想される高齢者向け住居の

ニーズに応えていくことを目的に、有料老人ホーム

及び高齢者向け住宅の施設運営、訪問介護、居宅介

護支援等のシニア事業を行う当該子会社を設立いた

しました。

(2)設立する子会社の概要

①商号

 株式会社サンケイビルウェルケア

②設立年月日

 平成23年４月１日

③本店所在地

 東京都千代田区大手町一丁目６番１号

④代表者名

 代表取締役社長 舘野登志郎

⑤資本金

 １億円

⑥発行済株式数

 2,000株

⑦株主構成

 株式会社サンケイビル 100％

⑧主な事業内容

 有料老人ホーム及び高齢者向け住宅の施設運営事

業、訪問介護事業、居宅介護支援事業

⑨決算期

 ３月31日

(開示の省略)

6．その他

 (役員の異動)
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